
 京都市上下水道局職員給与規程等の一部を改正する規程を公布する。 

  令和５年３月３１日 

京都市公営企業管理者     

上下水道局長 吉川 雅則   

京都市上下水道局管理規程第２９号 

   京都市上下水道局職員給与規程等の一部を改正する規程 

（京都市上下水道局職員給与規程の一部改正） 

第１条 京都市上下水道局職員給与規程の一部を次のように改正する。 

第２条中「地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

（以下「再任用短時間勤務職員」という。）」を「京都市職員の定年等に関する条例（以

下「定年条例」という。）第１２条の規定により採用された職員（以下「定年前再任用

短時間勤務職員」という。）」に改める。 

第４条第３項中「管理者」を「京都市公営企業管理者上下水道局長（以下「管理者」

という。）」に改める。 

第５条第２項中「８級」を「７級」に改め、同条第５項を次のように改める。 

５ 前２項の規定にかかわらず、定年前再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該定

年前再任用短時間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項

に掲げる基準給料月額のうち、当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の級

に応じた額に、当該定年前再任用短時間勤務職員の１週間平均の正規の勤務時間数

を常勤の職員の１週間平均の正規の勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額とす

る。 

第５条第６項を削り、同条第７項第１号中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改め、同項を第６項とする。 

第１９条の４第６項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

第３４条第１項ただし書中「（以下「職免規程」という。）」を削り、同条第２項表以

外の部分中「並びに地方公務員法第２８条の４第１項の規定により採用された職員及び

再任用短時間勤務職員（以下「再任用職員」という。）に係る勤務規程第２０条及び第

２１条に規定する休暇」を削り、同項の表 の項中「京都市職員の分限に関する条例」

の右に「（以下「分限条例」という。）」を加え、「再任用職員」を「定年前再任用短時間



勤務職員」に、「１の年次につき４０日の範囲内で」を「定年前再任用短時間勤務職員

以外の職員との均衡を考慮して」に改め、同条第５項本文中「再任用職員」を「定年前

再任用短時間勤務職員」に改める。 

第３５条第１項各号列記以外の部分中「、又は休日等の」を削り、同項第１号中「休

日（勤務規程第８条第１項及び第２項に規定する休日をいう。）」を「休日等」に改め、

同条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、「、

又は休日等の」を削り、同条第３項中「、又は休日等に、」を削る。 

第３７条の８第２項中「掲げる額」の右に「（定年前再任用短時間勤務職員にあって

は、別表第７定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる額に第５条第６項第１号に掲げ

る時間数を同項第２号に掲げる時間数で除して得た数を乗じて得た額）」を加える。 

第４０条の２第１号中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に、「第５条第７項第１号」を「第５条第６項第１号」に改める。 

第４３条各号列記以外の部分中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改め、同条第１号中「京都市職員の分限に関する条例（以下「分限条例」という。）」を

「分限条例」に改める。 

第４４条第１項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第４５条第２項中「第５条第６項の規定による再任用短時間勤務職員」を「第５条第

５項の規定により算定した定年前再任用短時間勤務職員」に改め、「給料月額」の右に

「及び第３７条の８第２項本文の規定による定年前再任用短時間勤務職員の管理職手

当の支給額」を加える。 

附則に次の９項を加える。 

（特定日以後の給料に関する特例） 

８ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の４月

１日（以下「特定日」という。）以後、当該職員に適用される給料表の給料月額のう

ち、当該職員の属する職務の級及び当該職員の受ける号給に応じた額に１００分の７

０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５

０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとす

る。）とする。 

９ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

  臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び常



勤を要しない職員 

  定年条例第９条第１項又は第２項の規定により異動期間（同条第１項に規定する

異動期間をいう。）（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含む。）を延

長された管理監督職（定年条例第４条第１項ただし書に規定する管理監督職をいう。）

を占める職員 

  定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務している職員（定年条例第２

条に規定する定年退職日において前項の規定が適用されていた職員を除く。） 

１０ 地方公務員法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員で

あって、当該他の職への降任等をされた日（以下「異動日」という。）の前日から引

き続き給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第８項の規定により当該職員

の受ける給料月額（以下「特定日給料月額」という。）が異動日の前日に当該職員が

受けていた給料月額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数

を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれ

を１００円に切り上げるものとする。以下「基礎給料月額」という。）に達しないこ

ととなる職員（別に定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、附則第８項

の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との

差額に相当する額を給料として支給する。 

１１ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との

合計額が当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額を超える場合に

おける前項の規定の適用については、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあ

るのは、「当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額と当該職員の受

ける給料月額」とする。 

１２ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第８項の適用を受け

る職員に限り、附則第１０項に規定する職員を除く。）であって、同項の規定による

給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該

職員の受ける給料月額のほか、別に定めるところにより、前２項の規定に準じて算出

した額を給料として支給する。 

１３ 附則第１０項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第８項の

規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給される職員

との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額



のほか、別に定めるところにより、前３項の規定に準じて算出した額を給料として支

給する。 

１４ 附則第１０項又は前２項の規定による給料を支給される職員に関する第２０条

第１項、第２９条第１項、第３４条第１項、第４項及び第５項並びに第３９条第１項

及び第２項の規定の適用については、これらの規定中「給料月額」とあるのは「給料

月額と附則第１０項、第１２項又は第１３項の規定による給料の額との合計額」とす

る。 

（附則第８項の規定による降給に関する手続） 

１５ 分限条例第４条第２項の規定は、附則第８項の規定による降給の場合には、適用

しない。この場合において、同項の規定により給料月額が異動することとなった職員

に対しては、文書によりその旨を通知するものとする。ただし、管理者が文書の交付

によらないことを適当と認める場合には、適当な方法をもって文書の交付に代えるこ

とができる。 

（その他の経過措置） 

１６ 附則第８項から第１４項までに定めるもののほか、附則第８項の規定による給料

月額、附則第１０項の規定による給料その他附則第８項から第１４項までの規定の施

行に関し必要な事項は、管理者が定める。 

別表第１を次のように改める。 

  



別表第１（第５条関係） 

上下水道局企業職給料表 

 



 

 

 



 

  



別表第２を次のように改める。 

別表第２（第６条関係） 

級別標準職務区分表 

職務の級 標準的な職務 

1級 相当の知識、技術、経験等を要する職務 

2級 やや高度の知識、技術、経験等を要する職務 

3級 主事の職務又はこれに準じるものと管理者が認める職務 

4級 係長若しくは担当係長の職務又はこれらに準じるものと管理者

が認める職務 

5級 課長若しくは担当課長の職務又はこれらに準じるものと管理者

が認める職務 

6級 部長の職務又はこれに準じるものと管理者が認める職務 

7級 局長の職務又はこれに準じるものと管理者が認める職務 

  別表第３の備考以外の部分を次のように改める。 

別表第３（第６条関係） 

昇格基準表 

  職務の級 1級 2級 3級から7級まで 

 基準年齢  

資格区分   

競争試験に

よるもの 

上級 22歳  4.9 別に定める。 

0 4.9 

中級 18歳  10.9

0 10.9 

経験者 27歳   

 0 

競争試験によらないも

の 

18歳  12.9

0 12.9 

 

  



別表第７を次のように改める。 

別表第７（第３７条の８関係） 

属する職務の級 
支給額 

定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 定年前再任用短時間勤務職員 

5級 45,400円 36,200円 

6級 50,000円 39,500円 

7級 55,200円 44,800円 

第２条 京都市上下水道局職員給与規程の一部を次のように改正する。 

別表第１の１級の欄から３級の欄までを次のように改める。 



 

 

 



 

 



 

（京都市上下水道局職員給与規程の一部を改正する規程の一部改正） 

第３条 京都市上下水道局職員給与規程の一部を改正する規程（平成２４年３月３０日上

下水道局管理規程第９号）の一部を次のように改正する。 

附則第５項各号列記以外の部分中「には」の右に「、令和５年３月３１日までの間」

を加える。 

附 則 

（施行期日） 



１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第３条の規定は公布の日から、

第２条及び附則第１６項から第２１項までの規定は令和６年４月１日から施行する。 

（旧勤務延長職員に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の京都市上下水道局職員給与規程（以下「令和５年改正後

の規程」という。）附則第８項から第１６項までの規定は、地方公務員法の一部を改正

する法律（令和３年法律第６３号）附則第３条第５項又は地方公務員法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例（令和４年１２月２３日京都市条例

第２５号。以下「整備等条例」という。）附則第７条第１項の規定により勤務している

職員には適用しない。 

（暫定再任用職員に関する経過措置） 

３ 暫定再任用職員（整備等条例附則第８条第１項若しくは第２項又は第９条第１項若し

くは第２項の規定により採用された職員をいう。附則第７項及び第８項において同じ。）

（暫定再任用短時間勤務職員（整備等条例附則第９条第１項又は第２項の規定により採

用された職員をいう。以下同じ。）を除く。以下この項及び第６項において同じ。）の給

料月額は、当該暫定再任用職員が令和５年改正後の規程第２条に規定する定年前再任用

短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場

合に適用される令和５年改正後の規程第５条第１項に規定する給料表の定年前再任用

短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、当該暫定再任用職員の属する職務の

級に応じた額とする。 

４ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再

任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される令和５年改正後の規程第５条

第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額の

うち、当該暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、当該暫定再任用

短時間勤務職員の１週間平均の正規の勤務時間数として別に定める時間数を常勤の職

員の１週間平均の正規の勤務時間数として別に定める時間数で除して得た数を乗じて

得た額とする。 

５ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、令和５年改

正後の規程第２条、第５条第６項第１号、第１９条の４第６項、第３５条第２項、第３

７条の８第２項、第４０条の２第１号及び第４５条第２項の規定を適用する。 



６ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、令和５年改正後の規程

別表第７の規定を適用する。 

７ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、令和５年改正後の規程

第３４条第２項表 の項及び第５項の規定を適用する。 

８ 令和５年改正後の規程第５条第２項、第６条、第７条、第１５条から第１９条まで、

第１９条の１０から第１９条の１２まで及び第４３条の規定は、暫定再任用職員には適

用しない。 

（第１条の改正に係る特定の職務の級の切替え） 

９ 令和５年４月１日（以下「令和５年切替日」という。）の前日において第１条の規定に

よる改正前の京都市上下水道局職員給与規程別表第１の給料表の適用を受けていた職

員のうち、同日においてこれらの職員が属していた職務の級（以下「旧級」という。）

が附則別表の旧級の欄に掲げられている職務の級であったものの切替日における職務

の級（以下「新級」という。）は、旧級に対応する同表の新級の欄に掲げる職務の級と

する。 

（第１条の改正に係る特定の号給の切替え） 

１０ 前項の規定の適用を受ける職員の令和５年切替日における号給（以下「令和５年新

号給」という。）は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に掲げる号給とす

る。 

  次号に掲げる職員以外の職員 令和５年切替日の前日においてその者が受けてい

た号給（以下この項において「令和５年旧号給」という。）の給料月額と同額の号給

（令和５年旧号給の給料月額と同額の号給がない場合にあっては、令和５年旧号給の

給料月額に直近の額の号給） 

  旧級が５級であった職員 令和５年切替日の前日に令和５年旧号給から当該職員

を降格（職員の職務の級を同一の給料表の下位の職務の級に変更することをいう。）

させた場合において決定することとなる号給との均衡を考慮して別に定める号給 

（令和５年切替日前の異動者の号給の調整） 

１１ 令和５年切替日前に職務の級を異にして異動した職員及び別に定めるこれに準じる

職員の令和５年新号給については、その者が令和５年切替日において職務の級を異にす

る異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、別に定める

ところにより、必要な調整を行うことができる。 



（第１条の改正に係る給料の切替えに伴う経過措置） 

１２ 令和５年切替日の前日から引き続きの給料表の適用を受ける職員で、その者の受け

る給料月額が同日において受けていた給料月額に達しないこととなるもの（別に定める

職員を除く。）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。 

１３ 令和５年切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（前項の職員を除く。）

について、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる

ときは、当該職員には、別に定めるところにより、同項の規定に準じて、給料を支給す

る。 

１４ 令和５年切替日以後に新たに給料表の適用を受けることとなった職員について、任

用の事情等を考慮して前２項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があ

ると認められるときは、当該職員には、別に定めるところにより、これらの規定に準じ

て、給料を支給する。 

１５ 前３項の規定による給料を支給される職員（別に定める職員を除く。）に関する令和

５年改正後の規程第２０条第１項、第２９条第１項、第３４条第１項、第４項及び第５

項、第３７条の８第２項ただし書、第３９条第１項及び第２項並びに第４５条第２項の

規定の適用については、これらの規定中「給料月額」とあるのは「給料月額と京都市上

下水道局職員給与規程等の一部を改正する規程（令和５年３月３１日京都市上下水道局

管理規程第２９号）附則第１２項から第１４項までの規定による給料の額との合計額」

とする。 

（第２条の改正に係る特定の号給の切替え） 

１６ 令和６年４月１日（以下「令和６年切替日」という。）の前日において第２条の規定

による改正前の京都市上下水道局職員給与規程別表第１の給料表の適用を受けていた

職員のうち、同日においてこれらの職員が属していた職務の級が１級から３級までであ

ったものの令和６年切替日における号給（以下「令和６年新号給」という。）は、令和

６年切替日の前日においてその者が受けていた号給（以下「令和６年旧号給」という。）

の給料月額と同額の号給とする。ただし、令和６年旧号給の給料月額と同額の号給がな

い場合は、令和６年旧号給の給料月額に直近の額の号給とする。 

（令和６年切替日前の異動者の号給の調整） 

１７ 令和６年切替日前に職務の級を異にして異動した職員及び別に定めるこれに準じる

職員の令和６年新号給については、その者が令和６年切替日において職務の級を異にす



る異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、別に定める

ところにより、必要な調整を行うことができる。 

（第２条の改正に係る給料の切替えに伴う経過措置） 

１８ 令和６年切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員で、その者の受ける

給料月額が同日において受けていた給料月額に達しないこととなるもの（別に定める職

員を除く。）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。 

１９ 令和６年切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（前項の職員を除く。）

について、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる

ときは、当該職員には、別に定めるところにより、同項の規定に準じて、給料を支給す

る。 

２０ 令和６年切替日以後に新たに給料表の適用を受けることとなった職員について、任

用の事情等を考慮して前２項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があ

ると認められるときは、当該職員には、別に定めるところにより、これらの規定に準じ

て、給料を支給する。 

２１ 前３項の規定による給料を支給される職員に関する第２条の規定による改正後の京

都市上下水道局職員給与規程（以下「令和６年改正後の規程」という。）第２０条第１

項、第２９条第１項、第３４条第１項、第４項及び第５項、第３７条の８第２項ただし

書、第３９条第１項及び第２項並びに第４５条第２項の規定の適用については、これら

の規定中「給料月額」とあるのは「給料月額と京都市上下水道局職員給与規程等の一部

を改正する規程（令和５年３月３１日京都市上下水道局管理規程第２９号）附則第１８

項から第２０項までの規定による給料の額との合計額」とする。 

（その他の経過措置） 

２２ この附則において別に定めることとされている事項及びこの規程の施行に関し必要

な経過措置は、管理者が定める。 

附則別表 

給料表 旧級 新級 

上下水道局企業職給料表 ５級 ４級 

 ６級 ５級 

 ７級 ６級 



 ８級 ７級 

（上下水道局総務部職員課） 


